


Ｑ．沿岸部でも、津波の影響を受けるところや地形的に険しいところ、⼈⼝密
集地帯など、輸送に適さないところもあるのでは？逆に、20㎞を超えても輸
送が可能なこともあるのでは？
 20㎞は⼀律に設定した⽬安です。もちろん、海岸線からの距離が短い
範囲でも、港湾の確保や、輸送道路の確保などが難しいこともあり得ます。
また、逆に、⽬安の20㎞を超えても、輸送上の制約が⼤きくない地域も
存在する可能性はあります。そのような点については、処分地選定調査を
受け⼊れていただく個別地域毎に、事業者（NUMO）が具体的に検討
していきます。

津波の影響については：
〜処分場閉鎖後は、坑道が完全に塞がれますので、地下の処分場には
津波の影響は及ばないと考えられます。

〜⼀⽅で閉鎖前までに設置、使⽤する施設（特に地上施設）は、個別
地域の状況に応じて、原⼦⼒関連施設と同様の津波対策が必要です。
具体的には、必要に応じて、標⾼の⾼いところに地上施設を設置する
など⼯学的対策をとることなどが検討されます。
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（出典）⼟⽊学会岩盤⼒学委員会HPより

〜なお、船舶で輸送中の場合や接岸中の場合は、沖合いまで避難する、
港湾が被災する可能性がある場合は、あらかじめ防波堤などの⼯学
的対策を施す、といった対策を事業者が検討します。

○東日本大震災（2011.3）の際、岩手県久慈国家石油備蓄基地の被災状況と緊急措置の例
地上施設は被災したものの、地下岩盤タンクや地下設備に続くサービストンネル（防潮扉を
閉止）は被害なし。



Ｑ．暫く地上に保管して新たな技術開発を待った⽅が良いのでは？

 現世代の責任として、現時点で最善と考えられる地層処分を前提に最終処分
の実現を⽬指すべきであるというのが、国際的な共通認識です。他の技術が
地層処分に替わるとの⾒通しは、どの国でも得られていません。

 ⼀⽅で、今の我々の⾒通しを超えた技術進展が起きる可能性も否定はできま
せん。地層処分の実現を着実に⽬指しつつ、できるだけ回収可能性を確保し、
将来世代に選択の余地を残すことも、新しい基本⽅針に盛り込まれました。
地層処分を⾏うという選択肢を確固たるものとしつつ、それ以外の選択肢もでき
るだけ残す、ということを⽬指しています。

 なお、⽇本学術会議が過去に出した報告書（※）の中で「暫定保管」という概念
が⽰されていますが、その内容は、処分⽅法としては地層処分を前提としたもの
です。また、地上保管をいつまでも続けるべき、というものではありません。
時間軸としては、約30年で地層処分のための合意形成と処分地選定を⾏い、
その後20年以内を⽬途に処分場を建設する、ということが⽰されています。

(※)2015年4⽉「⾼レベル放射性廃棄物の処分に関する政策提⾔－国⺠合意形成に向けた暫定保管」
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単に地上保管を続けることで
地層処分という選択肢を将来世代から奪ってはならないと考えます

貯蔵保管以外の
選択肢がない

・地層処分の場所の確保
・地層処分に必要な技術や⼈材
（・地層処分以外の⽅法 ）

×
×

？

地層処分を実⾏できる
（貯蔵保管などの選択肢も、

採りたければ可能）

・地層処分の場所の確保
・地層処分に必要な技術や⼈材
（・地層処分以外の⽅法 ）

○
○

？

避けるべき将来 ⽬指すべき将来
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Ｑ．最終処分の話も⼤事だが、まずは、使⽤済燃料の貯蔵対策を強化する
必要があるのでは？

原⼦⼒発電所の再稼働や廃炉への取組が進展する中、使⽤済燃料の再処
理を推進すると共に貯蔵能⼒の拡⼤を進めることが⾮常に重要です。

取組を強化するため、政府として、2015年に「使⽤済燃料対策に関する
アクションプラン」を策定しました。

同プランに基づき、経済産業⼤⾂と電⼒事業者の社⻑からなる「使⽤済燃料
対策推進協議会」を開催。⼤⾂から、事業者が策定した「使⽤済燃料対策
推進計画」(※)を着実に進めるよう、要請しています(2015、16年)。
(※)同計画では、使用済燃料の貯蔵能力について、現状の約2.4万ﾄﾝから、

2020年頃に約2.8万ﾄﾝ、2030年頃に約3.0万ﾄﾝへの拡大を目指しています。

また、理解活動(シンポジウム等での使⽤済燃料対策の重要性の説明等)や、
貯蔵能⼒拡⼤の取組への⽀援(交付⾦制度の⾒直し(※))も⾏っています。
(※) 貯蔵設備の新設・増設や、乾式貯蔵（維持管理の容易さ、施設設置場所の柔軟性、

輸送の利便性等に優れる貯蔵方式）への支援を強化しています（2016年4月から）。

引き続き、官⺠が協⼒して、使⽤済燃料対策の推進に取り組んでいきます。
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【中部電⼒】
 浜岡原⼦⼒発電所に関して、400ｔ規模の敷地内乾式貯蔵施設について、
安全審査中

【関⻄電⼒】
 中間貯蔵施設（2,000ｔ規模）について、2020年頃に計画地点を確定し、
2030年頃に操業開始する⽅針

【四国電⼒】
 伊⽅発電所に関して、乾式貯蔵施設について検討中
【九州電⼒】
 ⽞海原⼦⼒発電所に関して、3号機の貯蔵設備の貯蔵能⼒
増強（リラッキング）を申請中（480ｔ増容量）

【⽇本原⼦⼒発電】
 東海第⼆発電所に関して、敷地内乾式貯蔵設備の活⽤
（乾式キャスク70ｔ分追加）
【リサイクル燃料貯蔵（RFS）】
 ⻘森県むつ市の中間貯蔵施設（乾式）については、2018年後半に3,000ｔ
規模での操業開始を予定

⽇本原⼦⼒発電
東海第⼆発電所での乾式貯蔵

乾式貯蔵施設（例）

※電気事業連合会ホームページ掲載 使⽤済燃料の貯蔵状況と対策（2017年6⽉末時点）を基に作成
http://www.fepc.or.jp/nuclear/cycle/chozou/reinforcement/index.html 67

（参考）主な使用済燃料対策の状況
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【高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）に関する全体的な流れ】

※上記の図以外に、フランス、イギリスの再処理施設等で製造されたガラス固化体も存在する。

● 原子力発電所で使われた使用済燃料は、一定期間冷却した後で、再処理のために六ヶ所村に
運ばれますが、この再処理の前に原子力発電所の敷地内や敷地外に一定期間貯蔵しておきます。

● 再処理後に発生するガラス固化体は、青森県六ヶ所村にある高レベル放射性廃棄物貯蔵管理
センターで、30～50年間貯蔵し、温度（発熱量）が十分に下がるのを待ってから、処分施設に輸送
する予定です。

貯蔵対策の強化

高レベル放射性廃棄物を処分するまでの流れ
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３．今後の対話活動について

70

本パートでお伝えしたいこと
～今後の対話活動について～

 ＮＵＭＯは、受け入れていただいた地域が将来にわたり発展するよう、
当該地域の一員として魅力ある「まちづくり」の実現に全力で取り組み
ます。

 今後は、地域社会との共生をどのように実現していくかといった社会
的側面についても、国民の皆さま、地域の皆さまと一緒に考えていき
ます。

 ＮＵＭＯは、本日のような説明会のみならず、専門家を招いた 勉強

会や地下施設見学会の開催など様々な学習の機会を積極的に提供
していきます。是非、積極的にご活用、ご参加ください。
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きめ細かな対話活動の展開
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 NUMOは今後、フェイス・トゥ・フェイスできめ細やかな対話を全国各地で積み重ねていく考えです。

 具体的には、

① 科学的特性マップの「グリーン沿岸部」を中心に、さらにきめ細かく説明会を実施していきます。

② 電気事業者とも協力し、地域の諸団体等への訪問説明を行っていきます。関心を持っていただけ
る地域団体等に対しては、講師としての専門家の派遣や、地下施設見学会の開催など、ご要望に
応じて積極的に支援を行います。

③ 安全確保に関する技術的な事項だけではなく、地域との共生などの社会的な事項についても、
相互理解を深めていくことに努めていきます。

技術的な事項 社会的な事項

• 処分場の立地、設計による安全確保の考え方

• ３段階調査による段階的な処分地選定

• 建設、操業時、輸送時の安全確保策

• 自然環境や地域経済・生活・文化への影響

• 事業遂行上の考慮事項

• 地域共生の考え方

学習の機会提供のさらなる充実

 関心を持っていただける地域団体等に対して、①専門家派遣による勉強会の開催や、②地下研究
施設の見学会の開催、③小学校や大学での出前授業など、ご要望に応じて積極的に支援を行っ
てきました。

 今後は、こうした取組をさらに充実させていきます（特に「グリーン沿岸部」の方々への支援機会の
拡大を図ります）。 各地域の皆さまの参加をお待ちしています。

①専門家を招いた勉強会
（地質学者等）

②原子力関連施設等の見学会
（北海道幌延町、岐阜県瑞浪市にある

ＪＡＥＡの地下研究施設など）

③小中学校、高校、大学等での
出前授業
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科学的特性マップ提示後の対話活動のイメージ
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 都道府県別の説明会など全国的な取り組みを継続しながら、並行して地域ごとのきめ細かな取組
を行います。

＜国民の皆様との対話の継続＞
・現世代の責任で問題を解決していくことの必要性

・地下の安定性や地層処分事業で考慮すべきリス
クとその安全確保策

・事業に貢献していただく地域に対する敬意や
感謝の念の国民的共有の重要性

●ＮＵＭＯ経営理念 （2014年10月31日制定）（抜粋）

ＮＵＭＯの地域共生の基本的な考え方

基本方針

私たちは、すべてにおいて安全を最優先します

私たちは、地域との共生を目指します

私たちは、社会から信頼される組織を目指します

行動指針

地域の一員として共に考え、共に行動し、地域の皆様が真に望むまちづくりに

貢献します

 地層処分事業は１００年以上の長期にわたる事業となります。地域の発展を支えとしてこそ、事業
を安定的に運営することができます。

 NUMOは、処分施設の建設までに本拠を現地に移転し、地域のみなさまの一員として地域の発展
に貢献していきます。
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ＮＵＭＯの地域共生のイメージ
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 NUMOは、地域のみなさまとのコミュニケーションを大切に、事業による地域の発展を実現し、
地域のみなさまに「受け入れて良かった」とお考えいただけるような関係の実現を目指します。

 NUMOは、地域の雇用や経済などへのプラスの影響ができるだけ大きくなるように努めると
ともに、風評被害などのマイナス影響を防ぐ措置を検討、実施します。

「地層処分事業に協⼒する地域に対して、経済的・財政的な⽀援を⾏うことは適当である」と回答した者の割合

「地層処分事業に協⼒する地域の⼈々に対して、敬意や感謝の気持ちを持つことが重要である」と回答した者の割合

【出所：NUMO実施のアンケート調査】
時期：2017年2⽉
対象：全国20〜60才代の男⼥
⽅法：インターネット
サンプル数：10,000

事業に協力して頂ける地域への向き合い方
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 処分事業の実現には、一部の地域に関心を持っていただくだけではなく、広く国民的な理解と
支持を得ていくことが重要と考えます。

 2015年に決定した国の新たな基本方針においても、「敬意や感謝の念が広く共有されること」の
重要性が改めて強調されています。
（参考）特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針

「事業の実現が社会全体の利益であるとの認識に基づき、その実現に貢献する地域に対し、敬意や感謝の念を持
つとともに、社会として適切に利益を還元していく必要があるとの認識が、広く国民に共有されることが重要
である。」

 こうした考え方に基づき、協力いただける地域の持続的な発展を日本社会全体でどのように支え
ていくか、全国的な対話活動の中で国民の皆さまのご意見を伺いながら、国や事業者とともに
検討を深めていきます。



公益事業共同体（ＧＩＰ）による地域支援

 国は、法律に基づき、地層処分場等が設置される
地域（県）に対し、地域振興のための基金（公益事
業共同体（ＧＩＰ））を設置。

 ビュール地下研究所は、２県にまたがるため、助
成金は、それぞれの県のＧＩＰに年間3,000万ユー
ロ（約４０億円相当）が交付され、地域振興に活用。
（あわせて年間6,000万ユーロ）

フランスにおける立地地域支援事例

※木材ガス化プラント
（原子力発電環境整備促進・資金管理センターの冊子より引用）

廃棄物発生者による地域支援

国

ＧＩＰ

・経済開発・雇用助成
・道路等のインフラ整備
・観光施設 等

原子力関連施設に課税される
連帯税・技術普及税が財源

国、関係地方自治体、経済団体、
ＡＮＤＲＡ（実施主体）等が参画

観光施設の整備 道路の整備

 フランス電力株式会社（ＥＤＦ）など放射性廃棄物
発生者は、左記ＧＩＰとは別に、ビュール地下研究
所を有する地域において、エネルギー産業の育成
などの地域振興策を実施中。（地元雇用創出1000
人規模目標）

＜主な取り組み＞
• 木材ガス化によるコジェネレーションのパイロットプラント

• バイオディーゼル生産施設、バイオマスによるコジェネ発電
所

• 地場産業の専門能力工場の設置、地域からの製品購入・
発注

• 企業融資（低利融資、金利補助）
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スウェーデンにおける立地地域支援事例

 実施主体のＳＫＢ社と原子力発電事業者４社は、最終的に候補地として残った２つの自治体
（エストハンマル、オスカーシャム）との間で地域発展に関する協力協定を締結。

 今後、両自治体に対して、 2025年までの期間で総額約300億円規模の経済効果を生み出す
付加価値事業を実施するといった、支援措置を講じる予定。

（支援例）ビジネス開発・地元企業支援／インフラ整備（道路や港湾の改良など）／労働市場の拡大と多様化／
ＳＫＢ社の本社機能移転／研究所の拡充 等

ストックホルム

エストハンマル市長のコメント
（2016年3月国際シンポジウム（＠東京））

「ゴミ捨て場」ではなく「ハイテク技術が集
まる工業地域」になる、との前向きなイ
メージが市民と共有できた

処分施設への投資は地域の雇用や生活
を向上させる

優れた人材が集まり、研究者や見学者
が世界中から訪れるだろう

●エストハンマル
（処分場建設予定地）

面積：約2,790ｋｍ２

（東京都の約1.3倍）
人口：約21,800人

避暑地や観光地として有名。

●オスカーシャム
（キャニスタ封入施設建設予定地）

・面積：約1,054ｋｍ２

（東京都の約0.5倍）
・人口：約26,700人

工業の町で、近年はエネルギー産業
が盛ん。
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 地球科学的・技術的な観点から処分地の選定を進め、安全確保を最優先することは当然
ですが、そうした側⾯だけで処分地を決定することはできません。処分に適した場所は国内に
広く存在していると考えられ、科学的な「最適地」というものが存在するわけではありません。
社会的側⾯も勘案し、地域の理解を得て、総合的に判断していくことが重要と考えます。

 諸外国でも、地域の⼟地利⽤の現状や⾒通し、地域社会に与える影響、地域の⽅々の
受け⽌め⽅など、様々な社会的側⾯を勘案し、総合的に判断していくこととしています。

 国の審議会（※）では、①地域における対話の中で早い段階から社会的側⾯を含めた
議論を⾏うこと、②必要な⼟地や輸送に必要なインフラの利⽤の⾒通しを得ること、③地域
経済や⽇々の⽣活環境に与える影響を住⺠に伝えること、などが重要との提⾔をいただきま
した。ＮＵＭＯとして、様々な関⼼に応え、⽅針や考え⽅を具体的にお⽰しするなど、地域
の皆さまや⾃治体との相互理解を深めていきます。
※2016年10⽉ 第29回放射性廃棄物ワーキング・グループ

 なお、フィンランド・スウェーデンでは、NUMOに相当する事業主体が、地域の社会経済⾯に
与える影響を調査したり、社会的側⾯に関する学術的な研究を⽀援したりしながら、地域の
合意形成に貢献してきました。NUMOとしても、そうした調査・研究を⾏っていきます。
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Ｑ．科学的特性マップだけで処分地の選定が進むのでしょうか？
社会的側⾯も考慮すべきでは？

社会的側面の例（インフラ整備、土地確保）

地層処分事業の実現には、①廃棄体輸送のインフラ整備（道路・港）や、②処分場建設に土地の確保が必要で
す。

ガラス固化体を陸上輸送する車両は、合計で約150トンを超えるような超重量物ですので、通常の一般道路で
は運べません。セキュリティ上の対応なども考えると、港湾から処分施設まで、専用道路を敷設することが基本
と考えています。

海上輸送後の荷揚げのための港も必要です。既存の港を利用するのみならず、新しい港を建設する可能性も
想定しています。地域の実情に応じて具体化していきます。

専用輸送車両

合計約150ｔ
ガラス固化体：約0.5ｔ×28本
容器：約100ｔ
車両：約34ｔ

ガラス固化体の輸送容器
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専用輸送船



 地層処分を適切に⾏えば、本来、放射性物質により地域の⾃然環境や農⽔産品等が汚染
されることはありません。また、廃棄体は起爆性もないものですから（→Ｐ.14参照）、施設の
周辺の⽅々が緊急避難しなければならないような事態も想定されません。

 ⾵評被害を防ぐためには、事業を受け⼊れていただく地域というよりも、むしろその他の地域の
⽅々（消費者や観光客の皆様）にこうした正確な情報が伝わることが重要です。⼤都市等を
含めて、⼀⼈でも多くの⽅に地層処分の仕組みや安全確保策について理解を深めていただく
よう、わかりやすい情報提供と全国的な対話活動を進めてまいります。

 将来的には、受⼊れていただける地域のニーズを踏まえて、例えば地域の農産品や観光資源を
消費者にＰＲする取組や、他地域の⼈との交流を拡げてそうした地域資源に触れていただく
機会を増やすなど、⾵評被害等のマイナス影響を予防する取組も検討していきたいと考えます。

 なお、既に処分場所が決まったフィンランドやスウェーデンの受⼊れ⾃治体には⼀次産業も
観光業も存在しますが、いわゆる⾵評被害についての懸念は⼤きくなく、地域全体のイメージ
が良くなると判断したと伺っています。
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Ｑ．⾵評被害が広がらないような対策が必要ではないでしょうか？

地域構造への影響評価項目
生活状況・全般的な幸福への

影響評価項目

・事業活動（雇用を含む）
・農業
・観光業
・人口規模と構造
・その他の地域構造及び社会基盤
・不動産価値
・自治体への経済効果

・処分場に対する住民の考え
・社会科学的考察

処分場立地による社会経済面への影響に関する評価項目

事業主体であるポシヴァ社は、1999年に作成した環境影響評価報告書において、当時候補になっていた４つの
自治体について、処分場立地が社会経済面に及ぼす影響の評価を行いました。

その結果、どの自治体においても、農業・観光業・不動産価値に対して、特にマイナスの影響が出ることはないと
評価され、むしろ雇用創出や人口増加などの経済効果が生じると見込まれました。

フィンランドの社会経済影響調査について
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国の基本方針において、ＮＵＭＯは、「最終処分事業が地域の経済社会に及ぼす影響について、関係住民の
関心を踏まえつつ、調査を行うものとする」こととしています。

各段階の調査では、地域の安全を第一に、安全確保に関する技術的な事項からしっかりと検討を行うとともに、
地域との共生などの社会的な事項からも検討を行い、総合的にご判断いただけるように進めてまいります。

NUMOとして実施する社会経済影響調査について

経済産業大臣から市町村長、都道府県知事の意見の聴取（反対の場合には次の段階に進まない）

①安全確保に関する技術的な事項から検討を行います ②社会的な事項からも検討を行います

概要調査地区の選定、概要調査の計画

（総合的に評価）

（評価結果の報告、自治体との話し合い）

（経済産業大臣に申請）

・地震等の自然現象による地層の著しい変動の記録がないこと、

将来にわたってそうした変動の生ずるおそれが少ないこと 等

・地下水の状況等を踏まえた埋設後の長期の安全性

・建設・操業・輸送時の安全性 等

・処分施設の設置に必要な土地確保や輸送インフラ利用、

自然環境、地域経済・生活・文化、事業遂行への影響 等

（「対話の場」を通じて寄せられる住民の皆さまの関心や意向を
踏まえて、「経済社会影響調査」等を実施します）

【文献調査段階における進め方】

※処分地選定調査の各段階に応じて、検討内容は精緻化される 84

 諸外国では、住民同士が情報共有や意見交換できる場を積極的につくり、また実施主体として、
職員が地域の一員に受け入れていただけるよう、顔の見える取組を行っています。

 国の基本方針でも、ＮＵＭＯは、「概要調査地区等の選定の円滑な実現に向け、関係住民の信頼
を得ることが不可欠であるという認識に基づき、関係住民の関心に十分に配慮し、調査の内容や
進捗について定期的に報告を行う等、相互理解促進活動を継続的に行うものとする」としています。

 それを踏まえ、NUMOとしても、安全確保策、地域経済への影響等、処分事業に関連する情報を
地域の方々が共有し、対話を通じて理解を深めていただくことを目的に、「対話の場」の設置を
支援します。

地域

＜支援＞
• 設置・運営に関するサポート
• 事業に関する情報提供
• 運営費の（一部）負担 等

地域の状況等に応じた関与

自治体

意見・要望

＜支援＞
• 政策等の情報提供 等

意見・要望

対話の場

≪地域の多様な方々の参画≫

＜想定される主な活動内容＞
①地質調査や経済社会影響調査の進捗の共有
②地域の将来ビジョンの検討
③活動内容の地域住民の皆様への情報発信

NUMO

国

役割分担と連携

85

「対話の場」のイメージスウェーデンの事例

自治体が主体的に意思決定を行
うため、地元社会における影響を
さまざまな角度から検討する組織
を設置。住民間で情報伝達や協
議が行える場になっています。

地域の皆さまとの「対話の場」の設置の支援


